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１．ファクトチェック団体におけるファクトチェック手法、体制等

 世界のファクトチェック団体について研究を行う、米国のデューク大学Reporters‘Labによると、世界中でファクトチェッ
ク団体が設立が進んでおり、最新の調査結果では304団体となった（2020年10月時点）。1年前の調査結果と
比較して100団体増加した。

 調査を開始した2016年と比較するとインドネシア、韓国、インド等のアジア地域での増加が多くなっていると分析している。

(出所)デューク大学レポーターズラボよりみずほリサーチ＆テクノロジーズ作成
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項目 内容
調査方針 • 諸外国の主要なファクトチェック団体等を対象にファクトチェックの実施方法や体制等について調査を実施した。
調査方法 • 文献調査による。

• 対象とした情報は、「ファクトチェック団体のウェブサイト」、「団体の当局への報告資料」、「団体の透明性レポー
ト」、「国際ファクトチェックネットワーク（IFCN）の外部評価者による団体のアセスメント記事」等を用いて情報
収集・整理を行った。

調査対象団体 • 対象団体については、世界のファクトチェック団体の活動をウォッチしている研究機関の登録情報を参照した。具
体的には下記の通り。

• 世界のファクトチェック団体の約150団体が登録するPoynter.の「国際ファクトチェックネットワーク（IFCN）」及
び、米デューク大学のDuke Reporters' Labが管理する「global database and map（300団体の情報
が登録済）」を情報源とした。

区分 地域 団体名 組織特徴

ファクトチェック団体 欧州 フルファクト（Full Fact） 非営利会社

ファクトチェックNI（FactCheckNI） 非営利会社

北米 ポインター（Poynter Institute） 教育研究機関

スノープス(SnopesMedia Group Inc.） 営利会社

アジア 台湾ファクトチェックセンター（台湾事実査核中心） 非営利組織

ファクトチェック関連団体 アジア ソウル大学ファクトチェックセンター (SNUファクトチェックセンター) 大学内研究機関
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項目 Full Fact FactCheckNI Poynter 
Institute

SnopesMedia
Group Inc.

台湾ファクトチェックセ
ンター（台湾事実査

核中心）
ファクトチェックメディ
ア名

Full Fact FactCheckNI Politifact Snopes なし

ウェブサイト URL: 
https://fullfact.org/

URL:https://factchec
kni.org/

URL:https://www.sn
opes.com/

URL:https://www.sn
opes.com/

https://tfc-
taiwan.org.tw/

地域 欧州 欧州 北米 北米 アジア

本部・本社所在地 • 英国。ロンドン。 • 英国。ベルファスト。 • 米国。フロリダ他。 • 米国。
※本社オフィス設置なし

• 台湾。台北市。

対象言語 • 英語 • 英語 • 英語（なお、IFCNの
コロナウイルスのプロジェ
クトでは40言語以上が
対象）

• 英語 • 中国語

活動目的 • ファクトチェック結果を世
の中に公表し、間違っ
た情報を減らすための
方法の提言を行う。

• 固定観念や偏見では
なく数値や事実に根ざ
した政治的議論の促
進すること。

• 設立当初は、政治家
の発言の正確性評価。

• 非営利の全国通信社
として機能する。

• 虚偽の主張に対して徹
底的にファクトチェックを
行い、嘘を暴く（デバン
キング）こと。

• ファクトチェックを実施し、
台湾における情報生
態系とニュースの質を
改善・向上させる。

• 大衆の情報力を強化
し、台湾の民主主義の
発展に役立てる。

人員数(組織全体) • 31名（経営陣7名、
スタッフ24名。）

• 10名（経営層3名、
ディレクター２名、アド
バイザリーグループ5
名。）

• 28名（Poynter 
Instituteではなく、
Politifact のStaff
数）

• 23名（編集者：15
名、オペレーション担
当：8名。）

• 12名。

設立時期/活動開
始年

• 2010年 • 2019年4月 • 2007年 • 1994年 • 2018年7月

１）ファクトチェック団体 －団体概要（１／２）ー
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項目 Full Fact FactCheckNI Poynter 
Institute

SnopesMedia
Group Inc.

台湾ファクトチェックセ
ンター（台湾事実査

核中心）
活動資金源 • 個人、慈善信託、企

業サポーターからの寄
付。

• その他収入として、研
修（統計マスタークラ
ス）や商社による収益
事業をおこなっている。

• 公益信託、法定組織、
個人の寄付。

• 同社ではファクトチェック、
トレーニングコース、イベ
ント、教育情報を提供
している。

• パートナーシップ企業へ
のコンテンツ販売、ウェ
ブサイト上のオンライン
広告掲載、助成金。

• 会員制度「Truth 
Squad 」で読者やファ
ンからの寄付。

• プログラマティックデジタ
ル広告の販売、有料メ
ンバーシップ（30ドル/
年）、寄付、商品販
売（Tシャツ、ステッカー
等）。

• 寄付とその他（コンテン
ツ使用許諾料）。

外部からの評価
（対外受賞歴／
IFCN署名状況）

• IFCN
（International 
Fact-Checking 
Network）署名機関。
過去4回更新している。

• IFCN署名機関。過去
3回更新している。

• Politifactはピューリ
ツァー賞の受賞実績あ
り。

• 「パリ平和フォーラム」に
選定。

• IFCN署名機関。過去
4回更新している。

• ウェビー賞を2回受賞
• IFCNの署名期限切れ

（2019年5月）。過
去2回更新。

• IFCNの2020 Global 
Fact Awardsを受賞。

１）ファクトチェック団体 －団体概要（２／２）ー
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項目 Full Fact FactCheckNI Poynter 
Institute

SnopesMedia
Group Inc.

台湾ファクトチェックセ
ンター（台湾事実査

核中心）
ファクトチェックの対
象とする情報

• 英国内において関心が
高い分野。

• 具体的には、犯罪と移
民、法律、ヨーロッパ、
教育、健康と社会的ケ
ア、経済。

• 経済、教育、環境、
ヨーロッパ（および
Brexit）、健康、移
民、法律、平和分野
関連の情報。

• 政治分野、及び、その
他インターネット上にあ
る各種情報。

• ユーザーの関心が高い
情報。

• 政治的分野や都市の
伝説や噂等。

• ユーモアや風刺も対象
（読者が関心があれ
ば）。

• 政治／政策、健康医
療、科学、食品安全、
環境、交通など。

ファクトチェック体制
(人数）

• 4名。
• うち1名はFacebook

のコンテンツのファクト
チェックを担当。

• 5名。
• ボランティアが活動支援

を行っている。

• 26名（全28名のス
タッフのうち、ファクト
チェック記事を執筆した
人数）。

• 15名。 • 5名。

ファクトチェック実績 • 約600件（2020
年）。

• このうち2/3がウイルス
関連。

• 38本（2019年）。 • 2,108件（2020
年）。

• 公表されていない。
• 記載からは、「これまで

のファクトチェック記事が
数千件」あることはわか
る。

• 累計で約800件
（2018年7月31日
~2021年2月18
日） 。

ファクトチェック団体
の外部連携先（ファ
クトチェック結果を提
供しているメディアや
ＳＮＳ等）等

• Facebookのサード
パーティファクトチェッ
クプログラムに加盟。
2019年1月から
Facebookコンテンツの
ファクトチェックを開始。

• 2019年4月17日から
Facebookのサード
パーティファクトチェッ
クプログラムに加盟。

• ファクトチェック結果を
「ClaimReview」に送
信、Facebook、
Instagram、
Google検索、
YouTube等で表示
されることがある。

• Facebookおよび
TikTokとパートナー
シップを締結。

• 州単位でファクトチェック
を行う「コンパニオンウェ
ブサイト」がある。13州
のPolitifactが存在す
る。Politifact自身が
運営するフロリダは含ま
ない。

• 国内外の大手メディア
によって参照されている。
例えば、ニューヨークタ
イムズ、ワシントンポス
ト、ウォールストリート
ジャーナル、BBC
ニュース等

• Facebookのサード
パーティファクトチェックプ
ログラムから脱退
（2019年）。

• Facebook、台湾
Yahoo!、中華電視
（2019年の同セン
ターの収入情報より連
携関係が推定）

１）ファクトチェック団体 －ファクトチェック活動（１／２） －
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項目 Full Fact FactCheckNI Poynter 
Institute

SnopesMedia
Group Inc.

台湾ファクトチェックセ
ンター（台湾事実査

核中心）
ファクトチェックツール
の使用有無

有
• 独自開発の

「Automated Fact 
Checking」。
Googleの人工知能
「BERT」を利用したAI
分析ツールを開発し運
用している。ファクト
チェッカーがファクト
チェックの対象とするべ
き文章の特定に役立
てている。

有
• 「Google Cache」、

「Wayback
Machine」を使用。更
新されてしまった過去の
ウェブサイトの閲覧に利
用。

－
※ウェブサイト上に説明は
見当たらなかった。

有
• ファクトチェックツール

や、アルゴリズム連動型
エコーチェンバーに対抗
するための専門家が
キュレーションする
ニュースフィード機能、
検索エンジンや配信機
能の強化を開発中。

• ユーザーが問題のある
情報を見つけた際にフ
ラグを立て、Snopes
へ報告できるツールを
開発した。

• これらの機能は第3者
に依存せず自社で開
発する方針。

－
※ウェブサイト上に説明は
見当たらなかった。

１）ファクトチェック団体 －ファクトチェック活動（２／２） －
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項目 Full Fact FactCheckNI Poynter 
Institute

SnopesMedia
Group Inc.

台湾ファクトチェックセ
ンター（台湾事実査

核中心）
ファクトチェッカー等
の人材育成

有
• Full Factスタッフを対

象に、6週間のトレーニ
ングプログラムを実施。

• 統計、公平性、調査、
グラフの作成、よいコ
ミュニケーション方法を
学ぶ。

有
• 外部向け。受講対象

層は特に限定していな
い。1回半日コース。

• 情報リテラシーと批判
的思考について学ぶ。

有
• 「News University」

ジャーナリスト、ジャーナ
リズムの教師、ジャーナ
リズムの技術や価値に
関心があり学びたい人。
eラーニングで学ぶ。
100コースのうち、ファ
クトチェックは20コー
スあり。受講費用は、
無料～99.95ドルと
様々。

• 要望に合わせた「カスタ
ムトレーニングソリュー
ションも提供。

• Politifactのファクト
チェッカーの教育・研
修のため、外部の
「Trusting News 」
と連携（2020年）。

－
※ウェブサイト上に説明は
見当たらなかった。

－
※ウェブサイト上に説明は
見当たらなかった。

ファクトチェッカー以
外の人材育成事業
(無料を含む)

• 「The Full Fact 
Toolkit」。学生、教師、
一般向けのファクト
チェック教育コンテンツ
を作成しウェブサイト
上で公開している。

• ウェブサイト上で個人を
対象としたファクトチェッ
クに有用な情報を発信。
「A beginner’s 
guide to fact-
checking. 」および
「ツールキット 」において、
個人が情報の正確性
を判断できるようにす
るためのポイントを解
説。

• Z世代、高齢者向けの
デジタルリテラシー教
育プロジェクト
「MediaWise」を実
施。
Z世代版では「ティーン
ファクトチェックネット
ワーク」へ参加しファク
トチェックを実践を通じ
て身に付ける。
GoogleとFacebook
がが資金提供。

－
※ウェブサイト上に説明は
見当たらなかった。

• 一般利用者を対象。
「查核工具箱（チェック
ツール）」 。センターの
ウェブサイト上に一般利
用者が自身で情報を判
断できるようになるための
教育コンテンツを公表。
静止画や動画コンテンツ。

１）ファクトチェック団体 －ファクトチェック能力の向上の取組ー
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ファクトチェック団体

■ファクトチェック団体の収入パターン

マスメディア／
SNS事業者

個人／企業等

協会／団体等

Facebook

SNS事業者／財
団等

他のファクト
チェック団体

ジャーナリスト
／一般人

広告主

① 寄付や助成金の受付

② IFCN署名済団体が、
Facebookから資金獲得

寄付・助成金

③ ファクトチェックコンテンツの外部
販売や広告収入

④ 研修事業の外部提供による収入確保

⑤ 他のファクトチェック団体への活動支援

ファクトチェック作業委託費
(数百万～数千万円／年）

講座/教材作
成支援費 受講料 講習実施

ファクトチェック結果提供

助成金公募

広告掲載

広告掲載料

ファクトチェック
コンテンツ提供

使用料
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項目 ソウル大学ファクトチェックセンター (SNUファクトチェックセンター)
ファクトチェックメディア名 SNU FactCheck
ウェブサイト URL:https://factcheck.snu.ac.kr/
地域 アジア
所在地 • 韓国。ソウル市
対象言語 • 韓国語
活動目的 • ファクトチェックを通じて国民の知識や理解の推進に寄与する。
活動内容 • メディアと大学が共同で実施する非政治的・非営利型の公共情報サービス。

• SNUでは、韓国内の新聞・放送・通信・オンラインメディア(30社が登録)のファクトチェック結果を集め、
大手SNS事業者ネイバーを通じて公表する。

• メディア各社が同じフォーマットでファクトチェック結果を登録し、公表されることが特徴。
• SNUが登録用のWebプラットフォームを提供する。

設立時期/活動開始年 • 2017年3月
活動資金源 • 韓国大手ネット企業のNaverからの資金援助を受けている（年間1億円）。

２）ファクトチェック関連団体 －ソウル大学ファクトチェックセンター (SNUファクトチェックセンター)－

＜基本情報＞



Copyright ©2021 Mizuho Research & Technologies, Ltd. All rights reserved. 10

項目 ソウル大学ファクトチェックセンター (SNUファクトチェックセンター)
ファクトチェックの対象とする情報 • 政治、国際、科学、経済、社会、文化、その他。
ファクトチェック公表実績 • 708件（2019年）

• 735件（2018年）
• 累計2,150件（2018年1月～2020年3月）

ファクトチェックツールの使用有無 有
• アフィリエイトメディアがファクトチェック済み記事を登録し、「SNU FactCheck」や「ネイバーファク

トチェックのページ」のウェブ上に公開するためのツール（ファクトチェックプラットフォーム）を提
供。

• ファクトチェック記事のメタデータを管理するための入力ツールを提供。Googleアンケート
フォームを使用。

ファクトチェック団体の外部連携先（ファクト
チェック結果を提供しているメディアやＳＮＳ
等）等

• NAVER（ネイバー）。「SNU FactCheck」に掲載されたファクトチェック記事は「ネイバーファ
クトチェックのページ」に連動して掲載される。

• また、COVID-19関連のファクトチェック結果については、ソウル特別市のウェブサイト「コロナ
19報道機関ファクトチェック」に連動して表示されている。

２）ファクトチェック関連団体 －ソウル大学ファクトチェックセンター (SNUファクトチェックセンター)－

＜ファクトチェック実績＞



Copyright ©2021 Mizuho Research & Technologies, Ltd. All rights reserved. 11

項目 ソウル大学ファクトチェックセンター (SNUファクトチェックセンター)
ファクトチェック団体の支援活動 • 国内のファクトチェック活動の支援を行っている。

• 各事業はセンターと韓国メディア学会と共同で実施。2017年9月以降、ネイバーが財政面から
支援を行っている。センターと学会はNAVERと協定を締結した。

①インターンシップ事業 • 連携先のアフィリエイトメディア（30の団体が参加）へ大学生をインターンとして6か月間派遣
し、若手人材のファクトチェック能力の向上を行っている。

• センターは各メディアへの若手ファクトチェック人材供給の役割を果たしている。インターンシッ
プ経験者の中からメディアへ入社する流れを作っている。2018年、2019年の選抜者34名のう
ち、9名が入社した。

②ファクトチェッカー等の専門人材育成 • ファクトチェックコンテンツを作成するジャーナリスト向け教育研修を計画中。
• ジャーナリストのファクトチェック国際会議等への派遣の実施（ファクトチェックディプロマ事業）。

③表彰事業「韓国ファクトチェック大賞」 • 韓国社会に意味ある変化をもたらしたファクトチェック報道に対し表彰「韓国ファクトチェック大賞」
を行っている。大賞には1件1,000万ウォン、優秀賞は500万ウォンが授与される。表彰活動を
通じたファクトチェッカ―のモチベーション維持、地位向上を行う。

④ファクトチェック取材支援事業 • 各団体のファクトチェック活動やシステム構築を支援するために２つの助成事業がある。支援額
の引き上げが行われている。

• 「企画取材支援事業」は、国内メディアのファクトチェック活動を支援する内容で、最大3千
万ウォンの支援を受けることができる。

• 「システム開発事業」では、国内メディアがファクトチェック作業に役立てることができるシステム開
発の支援を受けることができる。支援額は最大1億ウォン。

ファクトチェッカー以外の人材育成事業(無料
を含む)

• 一般市民を対象。
自らの力でフェイクニュースを判別し、ファクトチェックを行うことができるようにするメディア教育
事業を計画。

２）ファクトチェック関連団体 －ソウル大学ファクトチェックセンター (SNUファクトチェックセンター)－

＜ファクトチェック支援活動＞
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２）ファクトチェック関連団体 －ソウル大学ファクトチェックセンター (SNUファクトチェックセンター)

 SNUファクトチェックセンターがアフィリエイトメディアに提供する、公表システム（ファクトチェックプラットフォーム）の入力画
面。
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２）ファクトチェック関連団体 －ソウル大学ファクトチェックセンタ (SNUファクトチェックセンター)ー

 コロナワクチンを接種する前に、豚の三枚肉を食べると痛みを感じないというTwitter上の情報に対するファクトチェック結
果。結果は「概ね事実ではない」。同じ内容が表示される(フォーマットは若干異なる）。

ファクトチェック結果の解説

図左はSNUファクトチェックの画面、右はネイバーニュースに表示された画面
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２）ファクトチェック関連団体 －ソウル大学ファクトチェックセンタ (SNUファクトチェックセンター)ー

 SNUファクトチェックセンターが行ったファクトチェック結果のうち、COVID-19関連については、ソウル特別市のホームペー
ジにも連動して掲載される（左図）。記事をクリックするとSNUファクトチェックへ飛ぶ（右図）。

記事をクリックするとSNUファクトチェックへ飛ぶ
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SNUファクトチェックセンター

ＮＡＶＥＲ

各社ファクトチェッ
ク情報提供

公表システム（ファクトチェックプ
ラットフォーム）の提供

ファクトチェックメタデータの管理

支援

アフィリエイトメディア

（３０社）

ファクトチェック ファクトチェック ファクトチェック ファクトチェック

・・・・・・・

登録

①インターンシップ事
業

学生派遣

(半年間メディアへ。就職する人も）

③表彰事業

韓国ファクトチェック大賞

④ファクトチェック取材支援事業※２

企画取材支援 システム開発

公募選定公募選定 公募選定

※各事業はＳＮＵが韓国メディア
学会と共同で実施

その他の事業として「ファクトチェッ
クディプロマ事業」もある。ファクト
チェックに関心を有するジャーナリ
ストを公募選定し、国内会の研修
へ派遣。International Fact 
Checking Network（IFCN）の主催
するGlobal Factへ派遣した。

※２ 2017年9月以降、NAVERが
財政面から支援を行っている（学
会とセンターはNAVERと協定を締
結した）。

ファクトチェック情報のハブ

ネイバーニュースで公表

アフィリエイトメディアの認定

公表システム登録情報の監視

※新聞・放送・通信・オンラインメディア

優秀賞500万ウォン

10億ウォン/年

最大3千万ウォン/件

②ジャーナリスト向け
ファクトチェック研修事

業(計画中)

最大1億ウォン/件

ソウル
特別市

各社ファクトチェッ
ク情報提供

（COVID-19）

SNUファクトチェックセンター

２）ファクトチェック関連団体 －ソウル大学ファクトチェックセンタ (SNUファクトチェックセンター)ー

市のウェブサイトで公表
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 諸外国のファクトチェック団体について、【人・体制】、【資金】、【ファクトチェック方法・手順】、【ファクトチェック支援ツール】の観
点から、特徴を整理した。

<諸外国におけるファクトチェック団体の取組の特徴＞

項目 ポイント 内容
【人・体制】 ① ジャーナリストを中心に、多様な経

歴の人材が参加（公的機関スタッフ、
市民活動家、研究者、ＩＣＴ技術
者もメンバー）

• ファクトチェック団体のメンバー情報がウェブサイト上で公表されているケースが多い。IFCNの署名を得る条
件として求められている団体の「透明性」を高める目的で積極的に情報開示していると考えられる。

• 全般的なメンバー経歴は、ジャーナリストや、ジャーナリズム科目の履修経験者が目立った。その他には、
公的機関スタッフ経験者、市民活動家、研究者、民間企業の広報部門経験者、ＩＣＴ技術者（エン
ジニアや、自然言語処理、データアナリスト）がメンバーとなっていた。

• ボランティアやインターンがファクトチェッカ―の作業支援を行っている団体もあった（Full Fact、
FactgcheckNI）

② 報道機関への若手インターンシップ
を通じたファクトチェック人材の育成

• 韓国のSNUファクトチェックセンターは、アフィリエイトメディア（連携先メディアを指す。30団体が参加）へ大
学生をインターンとして6か月間派遣し、若手人材のファクトチェック能力の向上を行っている。

• SNUファクトチェックセンターでは報道機関への若手ファクトチェック人材供給の役割を果たしている。同イ
ンターンシップ経験者の中からアフィリエイトメディアへ入社する流れを作っていた（2018年、2019年
の選抜者34名のうち、9名が入社）。

• 米国のPoynterではZ世代のみで構成されたファクトチェックインターンシップが行われ、実践を通じた能力取
得に取り組まれていた。

③ スタッフ向けファクトチェッカー育成プ
ログラムの保有・実施

• 英国のFull Factではスタッフを対象に6週間のトレーニングプログラムを実施していた。
内容は、統計、公平性、調査、グラフの作成、よいコミュニケーション方法となっている。

• 英国のFactCheckNIや、米国Politifact（④に補足）でも同様の取組を実施。

④ 外部専門家と連携した自団体のファ
クトチェッカーの能力向上

• 米国のPolitifactでは、自組織で活動するファクトチェッカーが講師となり、外部向けにファクトチェック研修を
実施している。

• 新たに自組織内のファクトチェッカーの教育・研修のために、外部機関との連携も進めていた。ジャーナリ
ストへのトレーニングを行うプロジェクト「Trusting News 」と提携（2020年）し、自社のスタッフの
能力向上に取り組んでいる。

⑤ 表彰活動を通じたファクトチェッカ―
のモチベーション維持、地位向上

• 韓国のSNUファクトチェックセンターでは、韓国社会に意味ある変化をもたらしたファクトチェック報道に対し
表彰「韓国ファクトチェック大賞」を行っている。大賞には1件1,000万ウォン、優秀賞は500万ウォンが授
与される。
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<諸外国におけるファクトチェック団体の取組の特徴＞

項目 ポイント 内容
【資金】 ① 団体の活動資金の収入源は、寄付

や助成金の受付による
• ファクトチェック団体が収入源をみると、外部からの寄付や助成金の受付が多い。
• また、Facebookなどの外部機関からのファクトチェック作業の受託も多い(②にて補足）。
• その他、コンテンツ販売、広告収入、教育・研修事業、グッズ等販売で収益を得ている団体があった。

② 収入源について、IFCNへ署名を行
い、Facebookから資金を獲得する
団体も存在

• ファクトチェック団体の組織運営に当たり、国際的なファクトチェック団体のネットワークである「IFCN」の署名
団体になることが１つの資金獲得方法となっている。署名団体はFacebookの「サードパーティファクト
チェックプログラム」に参加して資金を得ている。本調査対象団体も参加（Full Fact、
FactCheckNI）。年間支援額には幅があるが、数百万円～数千万円の支援を受けている。

• このうち、米国のSnopesは、Facebookから2017年、2018年の２年間プログラムに参加したが、2019
年に脱退した。Snopesのサイトには、Snopes側から契約解除を決めたとあるが、理由は書かれていなかっ
た。ウェブメディア記事には作業負担が大きかったことが契約解除を決めた理由とされていた。

③ ファクトチェックコンテンツの外部販
売や広告収入により収益化

• 米国Politifactでは、ファクトチェック結果を提携メディアに販売することで収益を得ている。台湾ファクト
チェックセンターでもFacebook、台湾Yahoo!、中華電視（地上波テレビ放送局））にコンテンツ販売を
していた。

• Snopesや、Politifactでは、自らのウェブサイトへの訪問者を対象とした外部からの広告を受けること
で収入を得ていた。例えばPolitifactでは2020年で1億3,800万以上のページビューがある。

④ 研修事業の外部提供による収入確
保

• ファクトチェック団体では外部向けにファクトチェック研修を実施し収入を得ていた。
• 米国Poynterでは、外部に向けてジャーナリズム関連の教育研修を多数実施している。この中にファクト

チェックを学習できるコンテンツや研修・セミナーも用意しており、教育コンテンツ数も充実している。
オンライン上や対面等、受講者のニーズに合わせて受講方法が選べるようにしていた。
オンライン上で学ぶことができる教育コンテンツの中には、Googleやfacebbook等外部からの資金援助
を受けて、制作されていた。

• 英国のFull Factでは研修（統計マスタークラス）を提供している。英国のFactCheckNIもトレーニング
コースを提供。韓国のSNUファクトチェックセンターは、ファクトチェックコンテンツを作成するジャーナリスト向け
教育研修を計画中であった。

⑤ ファクトチェック団体が資金面から他
のファクトチェック団体の活動を支援

• ファクトチェック団体が外部から獲得した資金を用いて助成事業を立ち上げ、他のファクトチェック団体
等の活動を支援しているケースも見られた。

• 例えば、米国のPoynterが主導するIFCNの「The #CoronaVirusFacts Alliance」 では、新型コ
ロナウイルス関連の偽情報に対して、世界各国のファクトチェック団体が連携してファクトチェックを実施してい
る。本プロジェクトに対して、Facebook、GoogleのグーグルニュースイニシアティブやTikTokが資金
援助を行っている。IFCNはこれらの支援金を元に2020年に「The Coronavirus Fact-Checking 
Grants」 を立ち上げ、COVID-19関連でのファクトチェックを行う団体・プロジェクトを支援した。

• 韓国の「SNUファクトチェックセンター」は、NAVERから資金援助を受けて、ファクトチェック活動やシス
テム構築のために助成事業を立ち上げている。
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<諸外国におけるファクトチェック団体の取組の特徴＞

項目 ポイント 内容
【ファクトチェッ
ク方法・手順】

① 多くの団体において、全体的なファク
トチェックの流れを公表

• 団体が行うファクトチェック作業の流れをウェブサイト上で公表している団体は多くみられる状況にあった。
共通のファクトチェックの流れは、「情報収集」、「対象情報の選定」、「調査(エビデンス情報の収集、記事
の作成含む)」、「判定」 、「公表」、「訂正」に整理できる。

• うち、比較的詳細な説明が行われていたのは「対象とする情報の選定の方法」、「判定（レーティング）
の方法」についてであった。

• また、団体がファクトチェックの実施にあたって前提とする、「ガイドライン」や「規範」「原則」等を定めて公表
していた。しかし、ガイドライン等の詳細な内容を公表している団体は確認できなかった。今後、各団体
共通の標準化が求められる可能性がある。

② 対象情報の選定方法 • 団体内で検討の機会を設けて対象とする情報を決めていた。
例えば、台湾ファクトチェックセンターでは、毎日、ファクトチェック会議（編集長とファクトチェッカーが参
加）を開催し、その場においてチェック対象とする情報を決定していた。

③ 判定（レーティング）方法 • 判定・レーティング結果に関して透明性を確保するために、団体内においてファクトチェックをどのような体制で
行っているかや、誰が判定するかを公表している団体が複数あった。

• ファクトチェックの判定は、ファクトチェッカー一人では行われず、複数名でレビューの上、判定していた。

④ ファクトチェッカ―情報を開示するこ
とによる、団体の透明性の確保

• 多くの団体では、自らのウェブサイトにおいて、ファクトチェック担当者の氏名、経歴を開示していた。
• さらに、担当者ごとに、これまでに実施したファクトチェック記事を閲覧できるようにもしていた。

【ファクトチェッ
ク支援ツール】

① 団体では、外部資金を活用したファ
クトチェックツールを開発

• 英国のFull Factでは、自らのファクトチェック作業を軽減させるためのツール開発費用をGoogleより受けて
いた。

• 韓国のSNUファクトチェックセンターは、NAVERから資金援助を受けて、ファクトチェック活動やシステム
構築のために２つの助成事業を立ち上げている（再掲）。うち、「システム開発事業」では、国内メディア
がファクトチェック作業に役立てることができるシステム開発の支援を行っていた（支援額の引き上げが
行われており、直近では最大1億ウォン）。

② ファクトチェッカーを支援するファクト
チェック作業支援ツールを活用（独
自開発、無料ツールの活用）

• 英国のFull Factでは、「Automated Fact Checking」と呼んでいる、Googleの言語モデル
「BERT」を利用したAI分析ツールを独自開発し運用している（Googleが資金援助）。BERTで膨
大なテキスト化された文章データの中からクレーム部分を検出して分類化（原因と結果、数量など）する。
これによって、ファクトチェッカーがファクトチェックの対象とするべき文章の特定に役立てている（情報収
集の工程）。BERTによって、チェック対象候補の文章量を数十万から数万件にフィルタリングできている。

• 一方、ファクトチェック作業の中に、既に世の中のツール（Googleのフォームやキャッシュ、Wayback
Machine）を活用している場合もあった（SNUファクトチェックセンター、FactCheckNI）。

③ 団体では、ファクトチェック作業支援
ツールを使用していたが、詳細な活
用方法までは公表していない

• 複数団体において、ファクトチェッカーの作業を支援するためのツール活用について記載をしていた。
• しかし、これらのツールの機能やファクトチェック作業での活用方法を具体的に解説している団体はほとん

ど確認できなかった。
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